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平成17年３月期　　　個別財務諸表の概要 　　　　　　　　　　　平成17年５月16日

会 社 名　ミ ヨ タ 株 式 会 社　　　　　　　　　　　　上場取引所　　　　ＪＡＳＤＡＱ

コード番号　７７７０　　　　　　　　　　　　　　　　　　本社所在都道府県　長野県
（ＵＲＬ　http://www.miyota.com）
代　　表　　者　役　 職 　名　代表取締役社長
　　　　　　　　氏　　　　名　前　川　祐　三

問い合わせ先　責任者役職名　取締役経理部長
　　　　　　　　氏　　　　名　塩　崎　恵　二　　　　　　　ＴＥＬ（０２６７）３２－３３３１
決算取締役会開催日　　平成17年５月16日　　　　　　　　　　中間配当制度の有無　　有
配当支払開始予定日　　平成17年６月29日　　　　　　　　　　定時株主総会開催日　　平成17年６月28日
単元株制度採用の有無　有（１単元　100株）

１．17年３月期の業績（平成16年４月１日～平成17年３月31日）
(1) 経営成績

売上高 営業利益 経常利益

17年３月期
16年３月期

百万円　　　％
　　　　32,948       （ 6.7）
　　　  30,884       （ 6.5）

百万円　　　％
　　　　 1,518     （ 268.3）
           412     （　－　）

百万円　　　％
         1,739     （ 316.3）
           417　 　（ 101.5）

当期純利益
１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

株主資本
当期純利益率

総 資 本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

17年３月期
16年３月期

百万円　　　％
     1,040     （ 371.6）
       220　 　（ 175.6）

円 　銭
 100   24
  20   53

円 　銭
－　　－
－　　－

％
7.1
1.6

％
7.1
1.8

％
5.3
1.3

(注)①期中平均株式数　　　　　　17年３月期　　10,212,712株　　　16年３月期　　　10,213,011株

　　②会計処理の方法の変更　　　無
　　③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2) 配当状況
１株当たり年間配当金
中　間 期　末

配当金総額
(年　間)

配当性向
株主資本
配当率

17年３月期
16年３月期

円　 銭
   14   00
   12   00

円　 銭
    7   00
    6   00

円　 銭
    7   00
    6   00

百万円
142
122

％
14.0
58.5

％
1.0
0.9

(3) 財政状態

総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本

17年3月期
16年3月期

百万円
24,963
23,904

百万円
15,029
14,155

％
60.2
59.2

円　　　銭
   1,469     95
   1,384　　 93

(注)①期末発行済株式数　　　17年３月期　　10,212,597株　　　16年３月期　　10,212,936株
　　②期末自己株式数　　　　17年３月期　　　 　2,965株　　　16年３月期　　　　 2,626株

２．18年３月期の業績予想（平成17年４月１日～平成18年３月31日）
１株当たり年間配当金

売上高 経常利益 当期純利益
中　間 期　末

中間期
通　期

百万円
17,100
－

百万円
      580
       －

百万円
     325
      －

円　銭
   9  50
―――

円　銭
―――
―――

円　銭
―――
―――

（参考）１株当たり予想中間純利益　31円　82銭

　上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後

様々な要因によって予想数値と大幅に異なる可能性があります。
　株式交換により平成17年９月下旬に上場廃止となる予定ですので、通期業績予想は記載しておりません。
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６．個別財務諸表

（１） 貸借対照表

（単位：百万円）

前事業年度
（平成 16 年３月 31 日現在）

当事業年度
（平成 17 年３月 31 日現在）

比較増減
（△は減）

期　別

科　目 金　額 構成比 金　額 構成比 金　額

【資産の部】 ％ ％

Ⅰ．流 動 資 産

　現金預金 4,038 4,710 672

　受取手形 800 612 △187

　売掛金　　　　　　　　　※３ 7,028 6,548 △480

　製品 762 908 145

　原材料 690 849 158

　仕掛品 928 1,000 71

　貯蔵品 276 194 △82

　繰延税金資産 691 767 75

　未収入金　　　　　　　　※３ 1,466 1,676 210

　その他の流動資産 1 601 600

　貸倒引当金 △19 △326 △307

　　流動資産合計 16,666 69.7 17,543 70.3 877

　

Ⅱ．固定資産

　有形固定資産　　　　　　※１

　　建物　　　　　　　　　※６ 2,739 2,659 △80

　　建築物 66 58 △ 8

　　機械及び装置 2,171 2,080 △90

　　車両運搬具 1 1 0

　　工具、器具及び備品 193 231 38

　　土地 593 593 0

　　建設仮勘定 103 149 45

　有形固定資産合計 5,869 24.6 5,773 23.1 △95

　無形固定資産合計 4 0.0 4 0.0 △ 0

　

　投資その他の資産

　　投資有価証券 212 133 △79

　　関係会社株式 335 888 552

　　長期前払費用 40 30 △ 9

　　繰延税金資産 763 575 △187

　　その他投資 13 14 0

　　貸倒引当金 △ 1 △ 1 0

　　　投資等合計 1,364 5.7 1,642 6.6 277

　　固定資産合計 7,238 30.3 7,420 29.7 182

資産合計 23,904 100.0 24,963 100.0 1,059
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（単位：百万円）

前事業年度
（平成 16 年３月 31 日現在）

当事業年度
（平成 17 年３月 31 日現在）

比較増減
（△は減）

期　別

科　目 金　額 構成比 金　額 構成比 金　額

【負債の部】 ％ ％

Ⅰ．流 動 資 産

　支払手形 4,116 3,793 △322

　買掛金　　　　　　　　　※３ 3,552 3,616 63

　短期借入金 300 － △300

　未払法人税等 4 778 773

　賞与引当金 351 367 16

　その他 906 952 45

　　流動負債合計 9,231 38.6 9,507 38.1 276

Ⅱ．固定負債

　退職給付引当金 498 397 △100

　役員退職給与引当金 19 28 9

　　固定負債合計 518 2.2 426 1.7 △91

負債合計 9,749 40.8 9,934 39.8 185

【資本の部】

Ⅰ．資本金　　　　　　　　※２ 1,753 7.3 1,753 7.0 －

Ⅱ．資本剰余金

　　　資本準備金 2,841 11.9 2,841 11.4 －

Ⅲ．利益剰余金

　　１．利益準備金 438 438 －

　　２．任意積立金

　　（１）特別償却準備金 85 60 △25

　　（２）別途積立金 7,350 7,400 50

　　当期未処分利益 1,613 2,485 872

　　利益剰余金合計 9,487 39.7 10,384 41.6 896

Ⅳ．その他有価証券評価差額金 76 0.3 53 0.2 △22

Ⅴ．自己株式　　　　　　　※４ △ 2 △0.0 △ 3 △0.0 △ 0

資本合計 14,155 59.2 15,029 60.2 873

負債・資本合計 23,904 100.0 24,963 100.0 1,059
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（２） 損益計算書

（単位：百万円）

前事業年度
自　平成 15 年４月 １日
至　平成 16 年３月 31 日

当事業年度
自　平成 16 年４月 １日
至　平成 17 年３月 31 日

比較増減
（△は減）

期　別

科　目 金　額 構成比 金　額 構成比 金　額

％ ％

Ⅰ．売上高　　　　　　　　※５ 30,884 100.0 32,948 100.0 2,063

Ⅱ．売上原価　　　　　　　※1、5 28,288 91.6 28,505 86.5 217

　　　売上総利益 2,596 8.4 4,442 13.5 1,846

Ⅲ．販売費及び一般管理費　※2、6 2,184 7.1 2,924 8.9 739

営業利益 412 1.3 1,518 4.6 1,106

Ⅳ．営業外収益 379 1.2 502 1.5 123

　受取利息 2 9 7

　受取配当金 25 25 0

　受取賃貸料 294 329 34

　為替差益 － 77 77

　その他の営業外収益 56 59 2

Ⅴ．営業外費用 373 1.2 281 0.8 △92

　支払利息 0 0 △ 0

　貸与資産減価償却費等 237 275 37

　為替差損 124 － △124

　その他の営業外費用 10 5 △ 4

経常利益 417 1.3 1,739 5.3 1,321

Ⅵ．特別利益 38 0.1 242 0.7 203

　固定資産売却益　　　　　※３ 32 15 △17

　投資有価証券売却益 5 227 221

Ⅶ．特別損失 117 0.3 64 0.2 △53

　固定資産除却損　　　　　※４ 115 52 △63

　その他の特別損失 1 11 9

　税引前当期純利益 338 1.1 1,917 5.8 1,578

　法人税、住民税及び事業税 4 0.0 750 2.2 745

　法人税等調整額 113 0.4 126 0.4 13

　当期純利益 220 0.7 1,040 3.2 820

　前期繰越利益 1,453 1,516 62

　中間配当額 61 71 10

　当期未処分利益 1,613 2,485 872
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（３） 利益処分案

（単位：千円）

前事業年度
自　平成 15 年４月 １日
至　平成 16 年３月 31 日

当事業年度
自　平成 16 年４月 １日
至　平成 17 年３月 31 日

比較増減
（△は減）

当期未処分利益 1,613,020 2,485,780 872,759

特別償却準備金取崩額 25,816 23,780 △2,036

合　　　　　計 1,638,837 2,509,561 870,723

これを次の通り処分いたします

利益配当金 61,277 71,488 10,210

取締役賞与金 11,000 17,000 6,000

別途積立金 50,000 100,000 50,000

合　　　　　計 122,277 188,488 66,210

次期繰越利益 1,516,560 2,321,072 804,512
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　　重要な会計方針

項　　　目
前事業年度

自　平成 15 年４月 １日
至　平成 16 年３月 31 日

当事業年度
自　平成 16 年４月 １日
至　平成 17 年３月 31 日

１．有価証券の評価基準
　　及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式
　　…移動平均法による原価法
その他有価証券
　　時価のあるもの
　　　決算日の市場価格等に基づく時価
法（評価差額は全部資本直入法に
より処理し、売却原価は移動平均
法により算定）

　　時価のないもの
　　　移動平均法による原価法

子会社株式
　　…移動平均法による原価法
その他有価証券
　　時価のあるもの

同　左

　　時価のないもの
同　左

２．たな卸資産の評価基準
　　及び評価方法

製品・原材料・仕掛品
　　…総平均法による低価法
貯蔵品
　　…最終仕入原価法

製品・原材料・仕掛品
同　左

貯蔵品
同　左

３．固定資産の減価償却
　　の方法

有形固定資産
　　…定率法
　なお、主な耐用年数は以下のとおり
であります。
　　建物　　　　　　　　７～47 年
　　機械及び装置　　　　５～10 年
無形固定資産
　　…定額法

有形固定資産
同　左

無形固定資産
同　左

４．引当金の計上基準 (１)貸倒引当金
　　売上債権等の貸倒損失に備えるた
め、一般債権については貸倒実績率
により、貸倒懸念債権等特定の債権
については個別に回収可能性を勘案
し、回収不能見込額を計上しており
ます。
(２)賞与引当金
　　従業員賞与の支給に備えるため、支
給見込額を計上することとしており
ます。

(１) 貸倒引当金
同　左

(２) 賞与引当金
同　左
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　項　　　目
前事業年度

自　平成 15 年４月 １日
至　平成 16 年３月 31 日

当事業年度
自　平成 16 年４月 １日
至　平成 17 年３月 31 日

(３)退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、
当事業年度末における退職給付債務
及び年金資産の見込額に基づき計上
しております。
　　なお、会計基準変更時差異（69 百万
　　円）については、10 年による按分額
　　を営業外収益に計上しております。
　　また、過去勤務債務及び数理計算上
　　の差異は、各事業年度の発生時に
　　おける従業員の平均残存勤務期間内
　　の一定の年数（10 年）による定額法
　　により按分した額を費用処理して
　　おります。
　　但し、過去勤務債務につきましては
　　発生事業年度より費用処理し、数理
　　計算上の差異についてはそれぞれ
　　発生の翌事業年度から費用処理して
　　おります。
(４)役員退職給与引当金
　　役員の退職慰労金の支出に備える
　　ため、内規に基づく期末要支給額
　　を計上しております。

(３) 退職給付引当金
同　左

(４)役員退職給与引当金
同　左

５．リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転する
と認められるもの以外のファイナンス・
リース取引については、通常の賃貸借取
引に係る方法に準じた会計処理によって
おります。

同　左

６．その他財務諸表作成
　　のための基本となる
　　重要な事項

消費税等の処理方法
　　消費税等の会計処理は、税抜方式
　　によっております。

消費税等の処理方法
同　左
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　　注記事項

　　（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成 16 年３月 31 日）

当事業年度
（平成 17 年３月 31 日）

※１．有形固定資産の減価償却累計額 ※１．有形固定資産の減価償却累計額

17,259 百万円 17,522 百万円

※２．授権株式数及び発行済株式の総数 ※２．授権株式数及び発行済株式の総数

　　　　授権株式数　　　　普通株式 24,000,000 株 　　　　授権株式数　　　 普通株式 24,000,000 株

　　　　発行済株式総数　　普通株式 10,215,562 株 　　　　発行済株式総数　 普通株式 10,215,562 株

※３．関係会社に対する主な資産・負債 ※３．関係会社に対する主な資産・負債

　　　　売掛金 　1,944 百万円 　　　　売掛金 　1,765 百万円

　　　　未収入金 1,337 百万円 　　　　未収入金 1,500 百万円

　　　　買掛金 1,522 百万円 　　　　買掛金 1,649 百万円

※４．自己株式
　　　　当社が保有する自己株式の数は、普通株式
　　　2,626 株であります。

※４．自己株式
　　　　当社が保有する自己株式の数は、普通株式
　　　2,965 株であります。

　５．債務保証
　　　　次の関係会社について、リース会社からの
　　　リース債務に対し債務保証を行っております。

　５．債務保証
　　　　次の関係会社について、リース会社からの
　　　リース債務に対し債務保証を行っております。

保証先 金額（百万円） 内容 保証先 金額（百万円） 内容

務冠實業有限
公司

76 リース債務
務冠實業有限
公司

168 リース債務

領冠有限公司 170 〃 計 168 ―

計 246 ―

※６．国庫補助金受入による過年度圧縮記帳実施額 ※６．　　　　　　　　同　左

　　　　建物 35 百万円

　７．配当制限
　　　　商法施行規則第124条第３号に規定する資産に
時価を付したことにより増加した純資産額は 76
百万円であります。

７．配当制限
　　商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価
を付したことにより増加した純資産額は 53 百万円で
あります。
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　　（損益計算書関係）

前事業年度
自　平成 15 年４月 １日
至　平成 16 年３月 31 日

当事業年度
自　平成 16 年４月 １日
至　平成 17 年３月 31 日

※１．たな卸資産の処分可能価額等を考慮して、売上原
価に算入した評価減実施額は次のとおりであり
ます。

※１．たな卸資産の処分可能価額等を考慮して、売上原
価に算入した評価減実施額は次のとおりであり
ます。

　　　　前期末評価減実施額 917 百万円 　　　　前期末評価減実施額 1,385 百万円

　　　　当期末評価減実施額 1,385 百万円 　　　　当期末評価減実施額 1,116 百万円

　　　　　差額 467 百万円 　　　　　差額 △268 百万円

※２．販売費及び一般管理費の主要な内訳は次の
　　　とおりであります。
　　　なお、販売費及び一般管理費のうち販売費に
　　　属する費用の割合は概ね34.9％であります。

※２．販売費及び一般管理費の主要な内訳は次の
　　　とおりであります。
　　　なお、販売費及び一般管理費のうち販売費に
　　　属する費用の割合は概ね46.7％であります。

費　　　目 金額（百万円） 費　　　目 金額（百万円）

支払運賃 214 支払運賃 264
給料手当 333 給料手当 409

賞与引当金繰入額 51 賞与引当金繰入額 63

退職給付引当金繰入額 40 退職給付引当金繰入額 38

役員退職給与引当金繰入額 9 役員退職給与引当金繰入額 9
減価償却費 43 減価償却費 37
研究開発費 727 研究開発費 855

貸倒引当金繰入額 12 貸倒引当金繰入額 307

販売手数料 407 販売手数料 338

※３．固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。
　　　　

※３．固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。
　　　　

　　　　機械及び装置 32 百万円 　　　　機械及び装置 15 百万円
　　　　工具器具備品 0 百万円

※４．固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 ※４．固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

　　　　建物 5 百万円 　　　　建物 10 百万円
　　　　機械及び装置 95 百万円 　　　　機械及び装置 37 百万円
　　　　車両運搬具 20 百万円 　　　　工具器具備品 4 百万円
　　　　工具器具備品 14 百万円

※５．関係会社との取引に係るものは次のとおりで
　　　あります。

※５．関係会社との取引に係るものは次のとおりで
　　　あります。

　　　　売上高 17,165 百万円 　　　　売上高 17,621 百万円
　　　　仕入高 12,128 百万円 　　　　仕入高 15,968 百万円

※６．研究開発費の総額
　　　研究開発費の総額は 727 百万円であり、一般
　　　管理費に含まれております。

※６．研究開発費の総額
　　　研究開発費の総額は 855 百万円であり、一般
　　　管理費に含まれております。
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　　（リース取引関係）

前事業年度
自　平成 15 年４月 １日
至　平成 16 年３月 31 日

当事業年度
自　平成 16 年４月 １日
至　平成 17 年３月 31 日

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められる
もの以外のファイナンス・リース取引
１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当
額及び期末残高相当額

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められる
もの以外のファイナンス・リース取引
１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当
額及び期末残高相当額

取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

取得価額
相当額
（百万円）

減価償却
累計額相
当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

機械及び装置 38 36 1 機械及び装置 38 38 －
車両運搬具 18 11 7 車両運搬具 17 13 3
工具器具備品 338 197 141 工具器具備品 328 252 75
合　計 395 245 149 合　計 384 304 79

(注)　取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が
　　有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い
　　ため、支払利子込み法により算定しております。
　　　　

同左

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額
　　　１年内 70 百万円 　　　１年内 67 百万円
　　　１年超 79 百万円 　　　１年超 12 百万円
　　　　合計 149 百万円 　　　　合計 79 百万円

(注)　未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース
　　料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める
　　割合が低いため、支払利子込み法により算定して
　　おります。

同　左

３．支払リース料及び減価償却費相当額 ３．支払リース料及び減価償却費相当額

　　支払リース料 75 百万円 　　支払リース料 70 百万円
　　減価償却費相当額 75 百万円 　　減価償却費相当額 70 百万円

４．減価償却費相当額の算定方法
　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする
　定額法によっております。

４．減価償却費相当額の算定方法
　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする
　定額法によっております。

　　（有価証券関係）

　　　　前事業年度（平成 16 年３月 31 日現在）

　　　　　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

　　　　当事業年度（平成 17 年３月 31 日現在）

　　　　　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。
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　　（税効果会計関係）

　　１．繰延税金資産及び負債の発生原因別の主な内訳

前事業年度
（平成 16 年３月 31 日）

当事業年度
（平成 17年３月 31日）

繰延税金資産

　有形固定資産減価償却費の償却超過額 610 百万円 566 百万円

　退職給付引当金損金算入限度超過額 201 160

　棚卸資産の評価減 566 458

　賞与引当金損金算入限度超過額 141 148

　貸倒引当金 － 132

　繰越欠損金 70 －

　その他 91 157

繰延税金資産小計 1,683 1,624

　評価性引当額 △135 △219

繰延税金資産合計 1,547 1,404

繰延税金負債

　特別償却準備金 △40 △24

　その他有価証券評価差額金 △51 △36

繰延税金負債合計 △92 △61

繰延税金資産の純額 1,455 1,343

　　２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の

　　　　原因となった主要な項目別の内訳

前事業年度
（平成 16 年３月 31 日）

当事業年度
（平成 17年３月 31日）

法定実効税率 41.7％ 40.4％

（調整）

　交際費等永久に損金に算入されない項目 5.1 0.3

　受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.1 △0.0

　住民税均等割等 1.3 0.2

　税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 10.1 －

　特定外国子会社留保金 17.9 0.2

　評価性引当額の増減額 △41.6 4.4

　その他 0.5 0.3

税効果会計適用後の法人税等の負担率 34.9 45.7
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　　（１株当たり情報）

前事業年度
自　平成 15 年４月 １日
至　平成 16 年３月 31 日

当事業年度
自　平成 16 年４月 １日
至　平成 17 年３月 31 日

１株当たり純資産額 1,384 円 93 銭 １株当たり純資産額 1,469 円 95 銭

１株当たり当期純利益金額  　20 円 53 銭 １株当たり当期純利益金額  　100 円 24 銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ
いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

同　左

（注）１株当たり当期純利益金額の基礎は、以下のとおりであります。

自　平成 15 年４月 １日
至　平成 16 年３月 31 日

自　平成 16 年４月 １日
至　平成 17 年３月 31 日

当期純利益（百万円） 220 1,040

普通株主に帰属しない金額（百万円） 11 17

　（うち利益処分による役員賞与金） (11) (17)

普通株式に係る当期純利益（百万円） 209 1,023

期中平均株式数（千株） 10,213 10,212

　　（重要な後発事象）

（シチズン時計株式会社との株式交換契約書締結）

　　当社は、平成 17 年 5月 16 日開催の取締役会において、当社の親会社であるシチズン時計株式会社を完全親会社とし、

当社を完全子会社とする株式交換を行うことを決議し、同日、株式交換契約書を締結いたしました。詳細につきまして

は、連結財務諸表等の（重要な後発事象）に記載のとおりであります。

７．役員の異動（平成 17 年６月 28 日付）

　　　新任取締役候補者

　　　　　取締役　　　　　荻 原　秀 雄（現　務冠實業有限公司　董事長）

以　上


